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公示地価 全国平均2年連続上昇

 国土交通省が発表した2017年1月1日時点の公示地価は、9年ぶりに住宅地が前年比で上昇に転じた。
 三大都市圏の住宅地上昇率は0.5％と回復は緩やか。価格高騰によるマンション販売不振が要因か。
 新築マンション需要の鈍化とオフィスの大量供給予定を鑑みると今後の地価上昇率は緩やかになろう。

（審査確認番号H28-TB357）

出所）図表1、2は国土交通省のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表2：リーマン・ショック前に比べ低い水準に留まっている

住宅地価格の下げ止まり基調が鮮明に

国土交通省が3月21日に発表した2017年1月1日時点の公示地価※は、全国の住宅地が前年比0.022％プラスと9年
ぶりに上昇に転じました。全用途は0.4％プラスと2年続けて上昇となったものの、地方への波及が息長く続くかが
今後の焦点となりそうです（図表1）。
 住宅地は前年の0.2％下落から下げ止まり、2008年以来のプラス。低金利と住宅ローン減税による需要下支え効
果により総じて底堅く推移。通勤等に便利な駅から徒歩圏内の地価が上がり、駅から離れた場所は地価が下がる
という二極化が全国的に拡大。

 足早く地価上昇がみられた三大都市圏の住宅地は上昇率が0.5％と前年並みで、回復の勢いは緩やか。大阪圏と名
古屋圏の住宅地の上げ幅は前年に比べ縮んだ。全国レベルでは1万7,909地点の住宅地のうち上昇が34％、下落
が43％となお下落した地点数が多い。

 商業地は安定して上昇基調を保つ。全国平均は1.4％上昇と2年連続プラスで前年の0.9％上昇から上げ基調を強
めた。2年連続のプラスは2007～2008年以来。オフィス需要が堅調。訪日客が集まる都市を中心にホテル用地
の確保も相次いでいる。

都心部などの地価の過熱感を懸念する声もあるようですが、上昇率は短期的な値上がり益を期待した投資マネーの
流入でミニバブルが発生したとされるリーマン・ショック前に比べると低い水準に留まっています（図表2）。
建築費高騰の影響などで首都圏の新築マンション需要が鈍化していること、首都圏で2018年にオフィスの大量供給
が予定されていること等を考慮すると、地価の上昇率は今後緩やかなものになるとみています。
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図表1：全国公示地価は2年連続プラス

住宅地単位：％ 商業地 全用途

＊1：カッコ内は前年 ＊2：中核4市は札幌、仙台、広島、福岡
※公示地価（2017年1月1日時点）変動率（前年比）

※国土交通省が毎年3月に公表する1月1日時点の全国の土地価格。全国の約2,500人の不動産鑑定士が評価して、学識経験者らでつくる同省の
土地鑑定委員会が適正な地価を公表する。一般の土地取引や公共事業の用地の取得の際の価格の指標となる。「住宅地」「商業地」「工業地」
などに土地の用途を分類して発表する。
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